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平成26年６月20日
アルプス電気株式会社 第81期（連結）

連 結 貸 借 対 照 表
（平成26年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部 ）

Ⅰ 流 動 資 産
１． 現金及び預金
２． 受取手形及び売掛金
３． 商品及び製品
４． 仕掛品
５． 原材料及び貯蔵品
６． 繰延税金資産
７． その他

貸倒引当金
流 動 資 産 合 計

Ⅱ 固 定 資 産
１． 有 形 固 定 資 産

⑴ 建物及び構築物
減価償却累計額及び
減損損失累計額

⑵ 機械装置及び運搬具
減価償却累計額及び
減損損失累計額

⑶ 工具器具備品及び金型
減価償却累計額及び
減損損失累計額

⑷ 土地
⑸ 建設仮勘定

有形固定資産合計
２． 無 形 固 定 資 産
３． 投資その他の資産

⑴ 投資有価証券
⑵ 繰延税金資産
⑶ その他

貸倒引当金
投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

126,675

87,549

175,884

131,907

121,630

107,805

122,738
111,129
46,882
7,402

18,839
5,309

15,767
△658

327,411

39,126

43,976

13,824

29,004
7,847

133,779
12,482

27,806
4,697
8,665

△2,478
38,691

184,954

（ 負 債 の 部 ）
Ⅰ 流 動 負 債

１． 支払手形及び買掛金 61,206
２． 短期借入金 48,981
３． 未払費用 17,116
４． 未払法人税等 4,104
５． 繰延税金負債 124
６． 賞与引当金 9,334
７． 役員賞与引当金 136
８． 製品保証引当金 7,017
９． その他 23,111
流 動 負 債 合 計 171,133

Ⅱ 固 定 負 債

１． 転換社債型新株予
約権付社債 30,298

２． 長期借入金 55,084
３． 繰延税金負債 7,129
４． 退職給付に係る負債 9,719
５． 役員退職慰労引当金 1,458
６． 環境対策費用引当金 284
７． その他 6,876
固 定 負 債 合 計 110,851

負 債 合 計 281,985
（ 純 資 産 の 部 ）

Ⅰ 株 主 資 本
１． 資本金 23,623
２． 資本剰余金 42,229
３． 利益剰余金 78,339
４． 自己株式 △3,505

株 主 資 本 合 計 140,686
Ⅱ その他の包括利益累計額

１． その他有価証券評価差額金 4,353
２． 土地再評価差額金 △526
３． 退職給付に係る調整累計額 △3,207
４． 為替換算調整勘定 △3,823

その他の包括利益累計額合計 △3,203
Ⅲ 少 数 株 主 持 分 92,897
純 資 産 合 計 230,380

資 産 合 計 512,365 負 債 純 資 産 合 計 512,365
（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
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連結貸借対照表
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平成26年６月20日
アルプス電気株式会社 第81期（連結）

連 結 損 益 計 算 書

（自　平成25年 4 月 1 日
至　平成26年 3 月31日）

（単位：百万円）
科 目 金 額

Ⅰ　売上高 684,362
Ⅱ　売上原価 558,097

売 上 総 利 益 126,265
Ⅲ　販売費及び一般管理費 97,736

営 業 利 益 28,528
Ⅳ　営業外収益

１．受取利息 238
２．受取配当金 446
３．たな卸資産滅失に係る保険金収入 403
４．持分法による投資利益 395
５．雑収入 1,889 3,372

Ⅴ　営業外費用
１．支払利息 1,146
２．為替差損 167
３．たな卸資産滅失損失 351
４．支払手数料 399
５．雑支出 1,745 3,810

経 常 利 益 28,090
Ⅵ　特別利益

１．固定資産売却益 147
２．投資有価証券売却益 567
３．受取補償金 991
４．補助金収入 1,820
５．持分変動利益 361
６．その他 188 4,077

Ⅶ　特別損失
１．固定資産除売却損 429
２．減損損失 197
３．持分変動損失 115
４．その他 180 922

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 31,245
法人税、住民税及び事業税 10,546
法人税等調整額 252 10,799
少数株主損益調整前当期純利益 20,445
少数株主利益 6,133

当 期 純 利 益 14,311
（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

－ 2 －

連結損益計算書
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平成26年６月20日
アルプス電気株式会社 第81期（連結）

（参考情報）
【連結損益及び包括利益計算書】(監査対象外)

連結会計年度(自 平成25年４月１日　至 平成26年３月31日) （単位：百万円）
売上高 684,362
売上原価 558,097
売上総利益 126,265
販売費及び一般管理費 97,736
営業利益 28,528
営業外収益

受取利息 238
受取配当金 446
たな卸資産滅失に係る保険金収入 403
持分法による投資利益 395
雑収入 1,889
営業外収益合計 3,372

営業外費用
支払利息 1,146
為替差損 167
たな卸資産滅失損失 351
支払手数料 399
雑支出 1,745
営業外費用合計 3,810

経常利益 28,090
特別利益

固定資産売却益 147
投資有価証券売却益 567
受取補償金 991
補助金収入 1,820
持分変動利益 361
その他 188
特別利益合計 4,077

特別損失
固定資産除売却損 429
減損損失 197
持分変動損失 115
その他 180
特別損失合計 922

税金等調整前当期純利益 31,245
法人税、住民税及び事業税 10,546
法人税等調整額 252
法人税等合計 10,799
少数株主損益調整前当期純利益 20,445
少数株主利益 6,133
当期純利益 14,311
少数株主利益 6,133
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平成26年６月20日
アルプス電気株式会社 第81期（連結）

少数株主損益調整前当期純利益 20,445
その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △93
繰延ヘッジ損益 △19
為替換算調整勘定 12,928
持分法適用会社に対する持分相当額 780
その他の包括利益合計 13,596

包括利益 34,042
（内訳）

親会社株主に係る包括利益 23,801
少数株主に係る包括利益 10,240

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
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平成26年６月20日
アルプス電気株式会社 第81期（連結）

連結株主資本等変動計算書
（自　平成25年 4 月 1 日

至　平成26年 3 月31日）
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自己株式 株主資本
合　計

当 期 首 残 高 23,623 45,586 60,622 △3,507 126,325

当 期 変 動 額

 連 結 範 囲 の 変 動 48 48

当 期 純 利 益 14,311 14,311

自 己 株 式 の 取 得 △1 △1

自 己 株 式 の 処 分 △1 3 1

剰 余 金 の 処 分 △3,355 3,355 －

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － △3,357 17,716 1 14,360

当 期 末 残 高 23,623 42,229 78,339 △3,505 140,686

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

少 数 株
主 持 分

純 資 産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額
金

繰延ヘッ
ジ 損 益

土地再評
価差額金

退職給付
に係る調
整累計額

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合
計

当 期 首 残 高 4,539 7 △526 － △13,529 △9,508 82,592 199,410

当 期 変 動 額

連 結 範 囲 の 変 動 48

当 期 純 利 益 14,311

自 己 株 式 の 取 得 △1

自 己 株 式 の 処 分 1

剰 余 金 の 処 分 －

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △185 △7 － △3,207 9,705 6,304 10,305 16,609

当 期 変 動 額 合 計 △185 △7 － △3,207 9,705 6,304 10,305 30,970

当 期 末 残 高 4,353 － △526 △3,207 △3,823 △3,203 92,897 230,380

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

－ 5 －

連結株主資本等変動計算書
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平成26年６月20日
アルプス電気株式会社 第81期（連結）

<連結注記表>
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
⑴　連結子会社の数　　　　　　　　84社
　主要な子会社については「事業報告」の「１．企業集団の現況　⑻　重要な
子会社の状況」に記載のとおりです。
　なお、ALPS DE MEXICO S. DE R.L. DE C.V.、ALPINE CUSTOMER 
SERVICE(USA), INC.、ALPINE TECHNOLOGY FUND, LLC 、ALPINE 
TECHNOLOGY FUND, L.P.の４社は、新規設立により連結の範囲に含めてい
ます。
　また、ALPINE ELECTRONICS RESEARCH OF AMERICA, INC.、ALPINE 
ELECTRONICS R&D EUROPE GmbHの２社は、重要性が増したことにより、
連結の範囲に含めています。
　(株)アルプスビジネスクリエーション宮城、(株)アルプスビジネスクリエー
ション福島、(株)アルプスビジネスクリエーション新潟の３社は合併により消
滅し、錦電子(株)は会社清算により連結の範囲から除外しています。

⑵　非連結子会社について
　非連結子会社はALPINE DO BRASIL LTDA.をはじめとする３社です。いず
れも総資産額、売上高、当期純損益（持分相当額）及び利益剰余金（持分相当
額）の観点からみて小規模であり、全体としても連結計算書類に重要な影響を
及ぼしていないため、連結の範囲から除外しています。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法適用関連会社の数　　　　　２社
（持分法適用関連会社）
　 N E U S O F T  C O R P O R A T I O N 、 S H E N Y A N G  X I K A N G  A L P S  
TECHNOLOGIES CO., LTD.

⑵　持分法非適用子会社及び関連会社について
　持分法を適用していない非連結子会社はALPINE DO BRASIL LTDA.をはじ
めとする３社、関連会社は６社であり、いずれも当期純損益（持分相当額）及
び利益剰余金（持分相当額）の観点からみて小規模であり、全体としても連結
計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、持分法の適用から除外していま
す。
　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社
の事業年度に係る計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引に
ついては、連結上必要な調整を行っています。

－ 6 －

連結注記表
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平成26年６月20日
アルプス電気株式会社 第81期（連結）

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社84社のうち53社の決算日は連結決算日に一致しています。30社
の決算日は12月31日です。連結計算書類作成に当たっては、12月31日が決算
日の30社のうち電子部品事業に属する10社、車載情報機器事業に属する５社及
びその他事業に属する１社は、連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行っ
た計算書類を使用しています。
　決算日の異なるその他の連結子会社については、各社の事業年度に係る計算
書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要
な調整を行っています。

４．会計処理基準に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券(その他有価証券)
・時価のあるもの　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法を採用し

ています。
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算出していま
す。）

・時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法を採用しています。
②デリバティブ　　　　　　　時価法を採用しています。
③たな卸資産　　　　　　　　当社及び国内連結子会社は主として総平均法

による原価法（貸借対照表価額については収益
性の低下に基づく簿価切下げの方法）を、アジ
アの連結子会社は主として総平均法による低価
法を、また、欧米の連結子会社は主として移動
平均法による低価法を採用しています。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産
（リース資産を除く）

　主に定額法を採用しています。一部の国内連
結子会社は定率法を採用していますが、平成10
年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は
除く）については、定額法を採用しています。
　なお、主な耐用年数は次のとおりです。
　建物及び構築物　　　　２ ～ 80年
　機械装置及び運搬具　　２ ～ 17年
　工具器具備品及び金型　１ ～ 20年

②無形固定資産
（リース資産を除く）

　定額法を採用しています。ただし、自社利用
のソフトウェアについては、社内における利用

－ 7 －

連結注記表



2014/06/12 21:31:01 / 14012426_アルプス電気株式会社_招集通知（Ｆ）

平成26年６月20日
アルプス電気株式会社 第81期（連結）

可能期間（３～10年）に基づく定額法を採用し
ています。市場販売目的のソフトウェアについ
ては、見込販売数量に基づく償却額と残存見込
販売有効期間に基づく均等償却額とのいずれか
大きい金額を計上する方法を採用しています。

③リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース

　自己所有の固定資産に適用する減価償却の方
法と同一の方法を採用しています。

・所有権移転外ファイナンス・リース
　リース期間を耐用年数として、残存価額を零
とする定額法を採用しています。
　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取
引のうち、リース取引開始日が平成20年３月
31日以前のリース取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理を適用して
います。

⑶　重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しています。

②賞与引当金　　　　　　　　従業員の賞与金の支給に備えて、支給見込額
の当連結会計年度の負担額を計上しています。

③役員賞与引当金　　　　　　役員賞与の支給に備えて、支給見込額の当連
結会計年度の負担額を計上しています。

④製品保証引当金　　　　　　販売した製品に係るクレーム費用の発生又は
アフターサービスの支払いに備えるため、当該
費用の発生額を個別に見積もれるものは個別に
見積り、個別に見積もれないものは、売上高に
対する過去の実績率に基づき見積計上していま
す。

⑤役員退職慰労引当金　　　　役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基
づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として
計上しています。

⑥環境対策費用引当金　　　　土壌汚染対策や有害物質の処理などの環境対
策に係る費用に備えるため、今後発生すると見

－ 8 －
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込まれる金額を引当計上しています。
⑷　重要な収益及び費用の計上基準

　ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
　リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっています。

⑸　重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理しています。なお、在外子会社等の資産及び負債
は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平
均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘
定及び少数株主持分に含めています。

⑹　重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によるヘッジ会計を行っています。ただし、特例処理の
要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しています。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
(ヘッジ手段)　　　　(ヘッジ対象)
為替予約　　　　　　外貨建債権債務等
通貨オプション　　　外貨建債権債務等
金利スワップ　　　　変動金利債務

③ヘッジ方針
　為替予約取引及び通貨オプション取引は、外貨建取引の為替変動リスク
を回避する目的で実施しており、取引額は現有する外貨建債権・債務及び
売上・仕入予定額の範囲に限定しています。
　金利スワップ取引は、現存する変動金利債務に対し、金利変動リスクを
回避する目的で行っています。

④ヘッジ有効性評価の方法
　為替予約取引については、為替変動の累計を比率分析する方法によって
います。
　金利スワップ取引については、金利変動の累計を比率分析する方法によ
っています。なお、特例処理の要件を満たすと判断される場合、その判定
をもって有効性の判定に代えています。

⑤その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの
　特記すべき事項はありません。

⑺　退職給付に係る負債の計上基準
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込み額に
基づき、退職給付債務から年金資産を控除した額を計上しています。
　当社及び一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に際し、退職給付見
込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定
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額基準に基づいています。
　過去勤務費用は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（１年、ただし一部の国内連結子会社は13年）による按分額を費用処理し
ています。
　数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤務期間の年数（主に
14～16年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計
年度から費用処理しています。
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を
調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る
調整累計額に計上しています。

⑻　消費税等の会計処理の方法
　税抜方式を採用しています。

⑼　のれんの償却に関する事項
　のれんは５年間で均等償却しています。

⑽　連結納税制度の適用
　当社及び一部の連結子会社は、連結納税制度を適用しています。

表示方法の変更
（連結損益及び包括利益計算書）
⑴　前連結会計年度において特別利益の「その他」に含めて表示していました

「補助金収入」は、当連結会計年度において重要性が増したため、区分掲記
しています。
　なお、前連結会計年度は特別利益の「その他」に179百万円含まれていま
す。

⑵　前連結会計年度において特別損失の「その他」に含めて表示していました
「持分変動損失」は、当連結会計年度において重要性が増したため、区分掲
記しています。
　なお、前連結会計年度は特別利益の「その他」に60百万円含まれていま
す。
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会計方針の変更
⑴　減価償却方法の変更

　従来、一部の国内連結子会社は、有形固定資産の減価償却方法について定率
法を採用していましたが、当連結会計年度より定額法に変更しています。
　この変更は、一部の国内連結子会社で固定資産システムを刷新したことによ
り、主要生産拠点における固定資産の状況をより正確に把握、分析することが
可能となったことを契機に、減価償却方法を検討した結果、所有する固定資産
は共通設備が多く、様々な製品の生産に対し汎用的かつ長期安定的に使用され
ており、その資産価値は均等に減価していると見込まれることから、定額法に
よる減価償却の方法を採用する方が、使用実態をより適切に反映することがで
きると判断したことによるものです。
　この変更に伴い、従来の方法と比較し、当連結会計年度の営業利益、経常利
益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ434百万円増加しています。

⑵　退職給付に関する会計基準の変更
　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。
以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用
指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付適
用指針」という。）を、当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計
基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除
く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債と
して計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用
を退職給付に係る負債に計上しています。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経
過的な取り扱いに従っており、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影
響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減しています。
　この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が9,719百万円
計上されています。また、その他の包括利益累計額が3,207百万円減少してい
ます。
　なお、１株当たり純資産額は17.89円減少しています。
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会計上の見積りの変更
耐用年数の変更

　当社及び一部の連結子会社の機械装置及び金型は、中期計画策定と減価償却
方法の変更を契機に、当連結会計年度より耐用年数を変更しています。
　この変更は、ビジネス環境の変化、物理的寿命、製品ライフサイクル及び設
備の技術革新サイクル等を勘案し、より実態に即した経済的使用可能予測期間
に基づく耐用年数に変更するものです。
　この変更に伴い、従来の方法と比較し、当連結会計年度の営業利益、経常利
益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ641百万円増加しています。

未適用の会計基準等
・「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日）
・「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平

成24年５月17日）

⑴　概要
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の処理方法、退職給付債務及
び勤務費用の計算方法並びに開示の拡充等について改正されました。

⑵　適用予定日
　退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正については、平成27年３月期の期
首から適用します。
　なお、当該会計基準等には経過的な取り扱いが定められているため、過去の期
間の連結財務諸表に対しては遡及適用しません。

⑶　当該会計基準等の適用による影響
　退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正による連結財務諸表に与える影響
額については、現時点で評価中です。
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連結貸借対照表に関する注記
１．担保資産

建物及び構築物 2,319百万円
土地 2,056百万円

上記に対応する債務
長期借入金 864百万円
短期借入金
（一年以内返済予定の長期借入金）

362百万円

２．債務保証
　従業員の金融機関からの借入に対し債務保証を行っています。
保証債務

保証先 金額 内容
従業員 13百万円 住宅資金借入債務

合計 13百万円
３．その他の偶発債務

　英国子会社等が仮に英国年金スキームを脱退した場合、英国年金法
(Section 75)が適用され、英国年金スキームに対する以下の債務が発生すると
見積もられます。

英国子会社等の年金スキームに対する債務 8,799千ポンド
（1,507百万円）

４．のれん
　投資の金額がこれに対応する資本の金額を超えることによって生じた「のれ
ん」は、当連結会計年度において資産の総額の100分の１以下であるため、「無
形固定資産」に346百万円含めて表示しています。

５．貸出コミットメントライン（借入側）
　当社及び連結子会社の一部は、流動性を確保し、運転資金の効率的な調達を
行うため金融機関８社と貸出コミットメント契約を締結しています。
　当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次
のとおりです。

貸出コミットメントの総額 40,000百万円
借入実行残高 －百万円
差引額 40,000百万円
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連結損益計算書に関する注記
減損損失
　当社グループは、事業用資産について管理会計上の区分を基準として、資産
グルーピング単位を決定しています。遊休資産、賃貸資産及び処分予定資産に
ついては、物件ごとに収支管理が可能であるため、個々に独立した単位として
います。
　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計
上しました。

場所 用途 種類 金額
新潟県 処分予定資産 建物、機械及び装置 87百万円

福島県
賃貸資産 土地、建物 45百万円
事業用資産(サービス) 建物及び構築物等 44百万円

埼玉県 事業用資産(物流) 建物及び構築物等 18百万円

東京都 処分予定資産 車両運搬具、工具、器
具及び備品 1百万円

栃木県 遊休資産 土地 0百万円
長野県 遊休資産 土地 0百万円

合計 197百万円
　事業用資産については、事業環境の悪化により、これらの資産グループの帳
簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額（62百万円）を減損損失として
特別損失に計上しています。その内訳は、建物及び構築物50百万円、機械及び
装置5百万円及びその他7百万円です。
　なお、事業用資産の回収可能価額は、固定資産税評価額を基にした正味売却
価額と将来キャッシュ・フローを2.6％で割り引いて算定した使用価値のいずれ
か高い価額を使用しています。
　遊休資産、賃貸資産及び処分予定資産については、時価の下落など資産価値
が下落しているものや今後の使用見込みがないものについて、帳簿価額を回収
可能価額まで減額し、当該減少額（134百万円）を減損損失として特別損失に
計上しています。その内訳は、建物及び構築物65百万円、土地44百万円、機
械及び装置24百万及びその他1百万円です。
　なお、遊休資産の回収可能価額は、固定資産税評価額を基にした正味売却価
額により算出し、賃貸資産の回収可能価額は、固定資産税評価額を基にした正
味売却価額と将来キャッシュ・フローを2.3％で割り引いて算定した使用価値の
いずれか高い価額を使用しています。また、処分予定資産については、除却を
予定しており、回収可能価額を零として算定しています。
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度
期首株式数
（千株）

当連結会計年度
増加株式数
（千株）

当連結会計年度
減少株式数
（千株）

当連結会計年度
期末株式数
（千株）

発行済株式

　普通株式 181,559 － － 181,559

　合　　計 181,559 － － 181,559

自己株式

　普通株式(注) 2,315 1 2 2,315

　合　　計 2,315 1 2 2,315

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによるものです。ま
た、株式数の減少２千株は、従業員等への売却によるものです。

２．剰余金の配当に関する事項
⑴　配当金支払額
　該当事項はありません。
⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結
会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の

総額
(百万円)

１株当たり
配当額
(円）

基準日 効力発生日

平成26年６月20日 普通株式 896 5.00 平成26年 平成26年
定時株主総会 ３月31日 ６月23日
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、主に電子部品製造販売事業を行うための設備投資計画に照
らして、必要な資金（主に銀行借入及び社債）を調達しています。一時的な余
資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を主に銀行借入
によって調達しています。デリバティブは、リスクを回避するために利用して
おり、投機的な取引は行わない方針です。
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています
が、当社の顧客与信管理規定に従い、販売部門長が取引先に対する受注及び債
権の与信額残高を管理するとともに、与信管理部門が主要な取引先の財務状況
を定期的にモニタリングし、回収懸念の早期把握や軽減を図っています。連結
子会社についても、当社と同様の管理を行っています。
　海外で事業を行うに当たり生じる外貨建の営業債権は、為替の変動リスクに
晒されていますが、通貨別月別に把握された為替変動リスクに対して、原則と
して先物為替予約を利用してヘッジしています。また、借入金に係る支払金利
の変動リスクを抑制するために金利スワップ取引を利用しています。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　平成26年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に
ついては、次のとおりです。

（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額(＊) 時価(＊) 差　額

⑴現金及び預金 122,738 122,738 －
⑵受取手形及び売掛金 111,129 111,129 －
⑶投資有価証券(※１) 26,366 36,324 △9,957
⑷支払手形及び買掛金 (61,206) (61,206) －
⑸短期借入金 (48,981) (48,981) －
⑹転換社債型新株予約権付社債 (30,298) (32,235) △1,936
⑺長期借入金(※２) (55,084) (55,416) △331
デリバティブ取引(※３) (80) (80) －
(＊)負債に計上されているものについては( )で示しています。
(注)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する

事項
⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか
ら、当該帳簿価額によっています。

⑶　投資有価証券
　これらの時価については株式は期末日の市場価格に基づいています。

⑷　支払手形及び買掛金、⑸　短期借入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか
ら、当該帳簿価額によっています。

⑹　転換社債型新株予約権付社債
　これらの時価については、期末日の市場価格に基づいています。

⑺　長期借入金
　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行っ
た場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しています。

(※１)　非上場株式、非連結子会社株式、関連会社株式及びその他（連結貸借対
照表計上額1,440百万円）については、市場価格がなく、時価を把握する
のが極めて困難と認められることから、投資有価証券には含めていませ
ん。

(※２)　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借
入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金に含
めて記載しています。

(※３)　為替予約取引によって生じた正味の債権・債務を純額で表示しており、
合計で正味の債務となる場合には（　）で示しています。
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１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 767円01銭
２．１株当たり当期純利益 79円85銭
３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益 79円68銭

（注）１.　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。
純資産の部の合計額（百万円） 230,380
純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 92,897
（うち少数株主持分（百万円）） (92,897)
普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 137,482
１株当たりの純資産額の算定に用いられた期末の
普通株式数（千株） 179,244

（注）２.　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定
上の基礎は、以下のとおりです。

１株当たり当期純利益
当期純利益金額（百万円） 14,311
普通株主に帰属しない金額（百万円） －
普通株式に係る当期純利益（百万円） 14,311
普通株式の期中平均株式数（千株） 179,240

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
当期純利益調整額（百万円） △0
（うち、社債利息（百万円）） (△0)
普通株式増加（千株） 364
（うち、転換社債型新株予約権付社債（千株）） (364)
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の
概要

－
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